
要　旨

　マーケティング学問における消費者に関する研究は，消費者（市場）を細分化し，企業
および製品に惹き付け，そして購入を促すための処方箋を提示することを主目的としてき
たが，１９８０年代以降のポストモダン消費者研究や経験価値マーケティングの台頭によっ
て，製品購入後の使用段階における価値創造メカニズムを解明することが消費者行動研究
者たちに要請されている。本稿では，サービス・ドミナント・ロジックのパースペクティ
ブから使用者（主に製品の使用者）を研究するに当たっての研究アジェンダを提示する。知
覚，動機，関与，学習，態度，ライフスタイル，準拠集団，社会ネットワークといった消
費者行動研究の諸概念について，製品の使用プロセスを通じて価値が共創されるメカニズ
ムを理解するための使用者研究で期待される研究焦点が示される。

Ⅰ．はじめに

　これまで，マーケティング学問における消費者行動研究は，主に消費者の購買意思決定
メカニズムを解明することに注力してきた。マーケティング学問の誕生と発展の歴史と，
マーケティングとは交換を実現するためのものであるという定義を鑑みれば，それも当然
のことかもしれない。このため，消費者行動研究の成果も，必然的に，どうすれば自社の
製品やサービシィーズに消費者を惹き付けられ，販売できるのかという問題に集中してい
る。
　しかし，１９８０年代以降，マーケティング学問の間にポストモダン的な発想や消費者の経
験に注意を向けた新たなパースペクティブが台頭している。さらには，２０００年代に入って
マーケティングの理論やモデルの基盤をなすロジックについて新たな提案がなされたこと
から，マーケティング学問の研究トレンドも大きな転換期を迎えている。具体的には，
グッズを交換の中心に据えたロジック（グッズ・ドミナント・ロジック，以下，�－�ロ
ジック）ではなくサービスのプロセスを中心に据えたロジック（サービス・ドミナント・
ロジック，以下，�－�ロジック）への転換である。この転換によって，特に製造業者のマ
ネジャーたちに対して，マーケティング・プロセスは自社製品が販売された時点ではなく
自社製品を購入した顧客がその製品を使用し価値を知覚するまで継続するという発想の転
換が求められている。同様に，マーケティング研究者たち，とりわけ消費者行動の研究者
たちに対しても，この転換された発想の下で企業のマーケターたちに新たな処方箋を提示
することが求められている。
　このような必要性から，本稿では�－�ロジックのパースペクティブから使用者（主に製
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品の使用者）を研究するに当たっての研究アジェンダを提示することを目的とする。具体
的には，�－�ロジックの下での伝統的な消費者行動研究の主要研究テーマについて，�－�
ロジックのパースペクティブから使用者を研究するに当たっての研究焦点を提示する。本
稿は以下のように構成される。まず，伝統的な消費者行動研究の研究範囲と焦点について
確認する。その後，それらの伝統的な消費者行動研究での焦点がどのような方向にシフト
しているか概観する。さらに，グッズの交換からサービスのプロセスへのマーケティング
研究の注意のシフトを決定づけた�－�ロジックについて簡潔に説明する。そして本稿の後
半部分では，製品を購入した顧客がその製品の使用を通じてどのように価値を知覚するの
かを解明するための研究アジェンダを提示し，最後にむすびの言葉を述べることとする。

Ⅱ．伝統的な消費者行動研究の範囲と焦点のシフト

　マーケティング学問が確立されて以来，マーケティング研究の中には暗黙的に消費者行
動（人々はなぜどのように製品やサービシィーズを購入し「消費」するのか）という研究
領域が存在していた（��������	
�	�
���
�����
����）。しかし，消費者行動研究の成果
のほとんどは，消費者の注意や関心を企業や製品およびブランドに惹き付けるための方策
や，市場細分化基準を提案することに集中していた。前者は，消費者を問題解決者と見な
して問題認識から購買意思決定までの過程の中にいくつかの概念を配置し，その問題解決
行動に即した処方箋を示そうと試みてきた。後者は，心理学，社会学，社会心理学，人類
学などの研究成果を借用して消費者を類型化することを試みてきた。
　他方で，主にグッズ・マーケティングの研究において，購入した製品を消費者がどのよ
うに消費あるいは使用するのかについて，さらには，それらの製品の使用場面で使用者が
どのように価値を知覚するのかについては相対的にほとんど注意が向けられてこなかっ
た。しかしながら，近年，とりわけ１９８０年代以降，マーケティングおよび消費者行動研究
においていくつかの焦点のシフトが見られるようになった。具体的には，（１）購買者から
使用者へ，そして（２）製品の交換から経験へと研究者と実務家の焦点がシフトしている。

１．購買者からの使用者の分離と焦点のシフト

　これまで，購買と使用を明確に区分していたマーケティング研究者はごく少数しかいな
かった。�������	（１９５７）は，消費者購買代理人（�������	
��	������
����）と消費者
（�������	）はまったく別のものであると述べている（��１６５）。彼によれば，消費者購買
代理人とは実際に製品を購入する人を指し，消費者とは製品を使用（消費）する人を指す。
これは，消費者購買代理人が購入した製品は実際にはその家族を構成する消費者（すなわ
ち使用者）によって消費されるということを示唆している。
　また，��������（１９８７）は，以下のような要点を基礎に置き，消費者研究の独自の定義
を提案している（��１２８）。

（１）消費者研究とは消費者行動を研究することである。
（２）消費者行動とは消費を伴う行動である。
（３）消費には，製品の獲得，使用，処分が含まれる。
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（４）製品とは，有形財，無形財，アイディア，イベントの他，潜在的に価値をもたら
すものとして獲得され，使用され，処分されるすべてのものである。

（５）価値とは，目標が達成されたり，ニーズが充足されたり，欲求が満たされたりす
る時に生きている何らかの有機体にもたらされる一種の経験である。

（６）そのような目標の達成，ニーズの充足，欲求の満足が，成就（��������	
��）１

へと至らしめる。逆に言えば，目標を達成できなかったり，ニーズが充足されな
かったり，欲求が満たされない場合には，成就への到達が妨げられている。

（７）それ故に，（成就が達成できない可能性があることも含めて）成就へと至るプロ
セスが消費者研究の根本的テーマである。

　��������（１９８７）は，消費者研究とは「成就を研究することであり，それには製品の処
分を含むすべての側面が含まれる」（��１２８）と定義している。��������（１９８７）が「成就
が消費者研究概念の中核を表している」（��１２８）と主張している点は非常に興味深い。
　また，サービシィーズ・マーケティングの分野では，サービスの使用場面における顧客
同士の相互作用と顧客満足度の関係に着目した研究者たちがいた。���������	�
������
（１９８９）は，旅客機の座席，レストランでの食事，ホテル，映画館といったある特定のサー
ビス環境におけるある顧客の不快な行動が他の顧客の満足度にマイナスの影響を及ぼすと
指摘している。旅客機内やレストランといったサービス環境では複数の顧客が同時にサー
ビスを消費しているが，旅客機内での泥酔者やレストランでの赤ん坊の泣き声などは他の
顧客にとっては不快要因となる。ある特定のサービス環境にいる顧客同士の間の共存可能
性が高ければ，サービスに対する満足度も高くなるというのがその前提にある。������
（１９９５）によれば，「顧客の共存可能性とは，顧客たちが満足を得ようと相互作用する度合
いであり，それは顧客たちが互いの存在の中で快適だと感じたり，互いの言動に対して寛
容さを示したりすること」（��３００）である。���������	�
������（１９８９）は，サービス企
業は自社が提供するサービス環境にいる顧客同士が快適にサービスを消費できるように顧
客の共存可能性を管理する必要性を提案した。顧客共存可能性管理とは「企業が最初に同
質的な顧客をサービス環境に惹き付け，その後，満足するエンカウンターを増進させると
同時に不満足なエンカウンターを最小化するように物理的環境と顧客同士のエンカウン
ターを積極的に管理するプロセス」（���������	�
��������������）である。
　��������	�
�����（１９９４）は，それまでのリレーションシップ・マーケティングの研究
において顧客と顧客のリレーションシップ（����リレーションシップ）が見落とされてい
たと指摘している。彼らは，リレーションシップを，（１）一次（焦点企業と外部機関（規
制当局，競合業者，供給業者，顧客）），（２）二次（異なる外部機関同士，例えば，競合業
者と供給業者），（３）三次（特定の外部機関内，例えば，顧客同士）に類型し，このうち
三次リレーションシップにはほとんど注意が向けられてこなかったと述べている。そし
て，焦点企業にとって，����リレーションシップを管理することが戦略的優位性を創造す
る機会になると主張し，その管理領域として，（１）共存可能かどうか顧客を注意深くスク
リーニングすること，（２）適切な行動をするだろうという期待を顧客に抱かせること，（３）
その顧客の期待に沿うように，そして顧客同士の相互作用と状況変数が負の関係にならな
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いように状況変数を注意深く調整すること，（４）必要に応じて，顧客同士の紛争処理を手
助けする専門の顧客（自社の従業員）を配置することを挙げている。この研究をさらに発
展させる形で，����������	���
�（２０１０）は�－�ロジック（��������	�
��������������）
に基礎を置きながら���������	�
����（１９９６）が提案した����リレーションシップ概念を
消費者経験というパースペクティブから再考している。
　このように，今日のマーケティング学問においては，消費者を購買者としてだけでなく
使用者として見なすようになっている。

２．製品の交換から経験への焦点のシフト

２－１．消費者に対する曖昧な認識と購買に対する過度の傾斜

　これまで，マーケティング研究では何気なく消費者（あるいは，消費）という言葉が用
いられてきた。マーケティングや消費者研究では，顧客（�������	），購買決定者（�����
�������	
�），購買者（�����），使用者（����），消費者（�������	）といった多様な用
語が同義語のように用いられている。
　アメリカン・マーケティング協会（���）は，消費者（�������	）とは「伝統的には，
製品，アイディア，サービスの最終使用者あるいは消費者であるが，この用語は最終消費
者だけでなく購入者や意思決定者を暗示するためにも用いられる」と定義しており，また
購買者（�����）とは「製品の購入手続きを遂行する組織メンバーのことで，発注や事務
作業のような購入プロセスを管理する人物」と定義している。さらに，消費者行動（����
��������	
���）とは「（１）人間が生活する中で交換の諸側面を実践する際の感情や認識，
行動，環境との間の動態的な相互作用，（２）目に見える消費者の行動，（３）製品やサービ
スの市場における消費者や意思決定者の行動」であると定義している。これに対して，購
買者行動（���������	
���）については「しばしば消費者行動の代替的な用語（組織的購
買行動）として購買者が最終消費者でない時に用いられるもので，消費者というよりもむ
しろ産業財の購買担当者，購買センター，あるいは売り手と最終使用者の中間にいる仲買
人を表すために用いられることが多い」と定義している。
　また，我が国の多くの研究者たちの間でも，実際には消費者と使用者が同義語として扱
われることが多かった。例えば，青木（２０１０）は消費者行動とは「生活を維持するための
消費者が行なうすべての行動（製品やサービスを購入し，消費し，処分すること）を指す」
（��５３）と述べている。また，平久保（２００５）は消費者行動とは「消費者がニーズ・ウォン
ツ（欲求・願望）を満たすために行なう選択・購買，使用，処分のプロセスである」（��１６）
と定義している。杉本（１９９７）は，三浦（１９９２）の分類を参考にして「消費行動は，購買前
の所得の消費への配分に関する決定を含み，かつ，行動のレベルでは主として購買後に商
品をどのように使用し，最終的には保管をしたり，廃棄したりするかという側面を指して
いる。これに対して，購買行動は，商品やサービスの選択や入手にかかわる行動であり，
商品の選択行動とそれに先行する商品選択のための情報探索行動が含まれる」（��１１）と述
べている。
　アメリカン・マーケティング協会による定義に従えば，購買者とは�������取引におけ
る����取引の顧客企業の購買担当者を指し，消費者とは�������取引における����取引
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の顧客を指している２。しかし実際には，これらの人々以外にも使用者（����）が存在する
ことを忘れてはならない。例えば，����取引の顧客企業であれば購買担当者が購入した
製品やサービシィーズを使用して再生産する担当者が存在し，����取引の最終消費者で
あれば母親が購入したシリアルを食べる子供が存在する。一言で消費者といっても購入者
と使用者が別個に存在する場合がある。アメリカン・マーケティング協会が定義している
ように，消費者とは購買者を指すだけでなく，使用者が消費者に含まれることもある。こ
のような分類の中で，従来のマーケティング研究の大部分は，����取引か����取引かに
関係なく主として購買者がなぜそしてどのような購買行動をするのかに焦点を当ててお
り，購入された製品やサービシィーズが使用者によってどのように使用されるのかについ
てはほとんど注意が向けられてこなかった。
　また，我が国の研究者たちによる定義を見ても，購入（あるいは，購買）と使用，さら
には廃棄までも消費者行動に含めているにもかかわらず，消費者行動研究の焦点のほとん
どは購買行動（グッズを購入するまでの行動）に向けられていた。しかし，消費者（およ
び顧客）の観点から見れば，稀少なもの（例えば，絵画や骨董品といったコレクション）
の所有価値（�������	�
��������	）３の獲得を目ざした購買行動を除いて，消費者行動研究
は購買行動だけでなく消費行動（すなわち，使用価値（�������	��
�）４を得るための行動）
も対象とされるべきである。
　消費者行動研究の範囲を所有価値から使用価値にまで拡張すると，マーケティングの枠
組みもグッズ（有形な製品）だけでなくサービシィーズも含めたものとなる。使用価値は
有形な製品であれ無形なサービシィーズであれいずれのオファリング形態においても実現
されるからである。しかし無形であるサービシィーズは消費者にとっての所有価値を生み
出すことはできないことから，所有価値のみを生み出すことができる有形なグッズは特殊
な形態と言うことができる。このように考えると，すべての企業が消費者の使用行動を理
解する必要があり，グッズの製造業者であっても消費者が使用価値を実現するための努力
をしなければならない。消費者にとって，所有価値の実現はそのほとんどが使用価値を創
造するための通過点でしかなく，有形なグッズの購入は使用価値を得るための過程でしか
ない。図表１では，有形なグッズと無形なサービシィーズが顧客に提供できる価値を示し
ている。

　グッズは，売り手と買い手との間の交換と，買い手による使用が分離可能である。この
ため，グッズは所有価値のためだけに交換されることがある。これに対して，サービ
シィーズは無形であるため在庫することができず，それ故に所有することが不可能で，顧
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図表１　財を通じて提供される価値

顧客に提供される価値
財の形態

財の使用時財の交換時

使用価値所有価値グッズ

使用価値－サービシィーズ

（出所）筆者作成



客が購入すると同時に消費（使用）される。

２－２．経験価値マーケティングの台頭

　１９９０年代末になると，経済学やマーケティングの分野において顧客の経験価値に関心が
向けられるようになった（���������	�
����������������������）。�������（１９９９）は，
情報技術（��）の発達，ブランド戦略の第一義性，コミュニケーションとエンターテイメ
ントの普及によって，マーケティングのアプローチは製品やサービシィーズの特徴や便益
に焦点を置いた伝統的なものから顧客の経験価値に焦点を置いた経験価値へとシフトして
いると主張している。彼は，経験価値マーケティングは，（１）顧客の経験に焦点を当てる，
（２）消費状況を考察する，（３）顧客を理性的かつ感情的な動物と見なす，（４）分析の方法
やツールは取捨選択的となるといった特徴を有すると述べている。さらに彼は，「マーケ
ティングの目的に関して唯一妥当性のある定義は，顧客にとって価値ある経験を創造する
ことだ」（��������	


�����）とも述べている。
　�������（１９９９）が提案する経験価値マーケティングの特徴は，経験のタイプを５つ（感
覚的経験，情緒的経験，創造的思考経験，行動経験，人間関係的経験）に類型化している
点にある。彼によれば，これらの経験のうち，感覚的経験，情緒的経験，創造的思考経験
は個人的な経験で，行動経験と人間関係的経験は社会文化的な経験であり，後者の経験は
準拠集団のような社会的文脈の中での経験を暗示している。例えば，準拠集団のメンバー
との間（社会的文脈）で携帯電話を使用して他者とコミュニケーションすることは行動経
験であり，また人間関係的経験でもある。したがって，これらの行動経験や人間関係的経
験は製品やサービシィーズの使用段階での経験と見なすことができる。さらに彼は，企業
のマネジャーたちにとっては，消費者の個人的な経験だけでなく社会文化的な経験も含め
た「包括的な顧客経験（��������	
�������」が重要であることも示唆している（��������
�����������	
�）。
　このように，経験価値マーケティングにおける社会文化的な経験の重視は，マーケティ
ング研究の焦点が消費者の購買意思決定行動から使用行動へとシフトしていることを表し
ている。
　以上の議論をまとめると，近年，とりわけ１９８０年代以降のサービシィーズ・マーケティ
ングやポストモダン・マーケティングの研究においては，顧客の使用プロセスおよび使用
経験に多くの焦点を当てるようになっている。これまで，マーケティング研究はグッズの
交換に多くの注意が向けられていたため，マーケティング研究のほとんどの下位分野には
研究が未着手となっている多くの空白部分が存在している。そのため，消費者行動研究は
使用活動に対してより多くの，少なくとも購買活動と同等の重点を置くべきであり，さら
にはマーケティング研究の主眼点も本来は使用価値の実現に置かれるべきである。使用価
値を理解するための理論やモデルの開発がマーケティング研究のメインストリームであっ
て，所有価値に関する理論やモデルはその下位領域として位置づけられるべきである。
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３．S－Dロジック

３－１．新たに台頭したマーケティングの理論基盤

　購入および購買者から消費および使用者へとマーケティング研究者の注意を向けさせる
のを決定的としたのは��������	�
���（２００４，２００６，２００８）が提案した�－�ロジックであ
る。�－�ロジックとは，（単数形の）サービス５を中心に据えて交換と価値創造という事象を
捉えるものの考え方およびレンズである（田口�２０１０�，��３０）。彼らは，マーケティングの
理論やモデルを開発する際の基盤について，それまでの伝統的なグッズ中心の考え方�
（�－�ロジック）ではなくサービス中心の考え方に転換させることを提案し（図表２），１０
項目からなる基本的前提（�������	���
����	���，以下，����）を示した（図表３）。な
お，�－�ロジックにおける（単数形の）サービスとは「他者あるいは自身のベネフィット
のために，行為，プロセス，パフォーマンスを通じて専門化されたコンピタンス（知識や
スキル）を適用すること」と定義されている（��������	�
����２００４，２００６）。

���
購買者研究から使用者研究への焦点のシフト

―サービス・ドミナント・ロジックからの含意と研究アジェンダ―

図表２　�－�ロジックから�－�ロジックへの理論基盤のシフト

’s

’

’s

’

図表３　�－�ロジックの基本的前提（����）

　内　容基本的前提

サービスが交換の基本的基盤である��１

間接的交換は交換の基本的基盤を見えなくしてしまう��２

財はサービス供給のための流通手段である��３

オペラント資源６は競争優位の基本的な源泉である��４

すべての経済はサービス経済である��５

顧客は常に価値の共創者である��６

企業は価値を提供することはできず，価値提案しかできない��７

サービス中心の考え方は元来顧客志向的であり関係的である��８

すべての社会的行為者と経済的行為者が資源統合者である��９

価値は受益者によって常に独自にかつ現象学的に判断される��１０

（出所）��������	�
���（２００８）



　彼らが提案した�－�ロジックは，１９８０年代に台頭したサービシィーズ・マーケティング
（無形財のマーケティング）の研究の中で開発された諸概念を基礎としている。サービ
シィーズ・マーケティングでは，グッズ・マーケティングと異なり，製品や交換よりも顧
客やプロセスにより重点を置いていた。例えば，サービシィーズ・マーケティング特有の
概念である知覚品質，リレーションシップ・マーケティング，価値の共創，カスタマー・
エクイティは，本来，マネジリアル・マーケティングの研究の中で尊重されてきた「顧客
志向」を表している（������２００５）。��������	�
���（２００４）は，従来の伝統的なグッズ・
マーケティングが基礎を置いてきた（財の交換に主眼を置いた）経済学からの脱却を図る
べく，１９８０年代以降にマーケティング学問の中に台頭してきた下位学問領域７に依拠した
マーケティング学問独自の理論基盤の開発を目指したのである（再び，図表２を参照せよ）。
　上記のような観点から，��������	�
���（２００４）は顧客の使用プロセスにより重点を置
き，顧客にとっての価値は企業（売り手）と顧客（買い手）との間で共創されるものであ
ると認識した。

３－２．S－Dロジックを基盤としたマーケティング・プロセス

　��������	�
���（２００４）は，製品の使用段階により多くの注意を向けさせた。従来の
����マーケティングの基盤となっている�－�ロジックでは製品の交換に主眼点が置かれ，
かつ顧客を価値の破壊者と見なしていたが，��������	�
���（２００４）が提案する�－�ロ
ジックは顧客を価値の共創者と見なす（���）。この基本的前提に基づけば，マーケティン
グは�������	（１９５７）による分類の消費者購買代理人だけでなく（購買者ではない純粋な）
消費者（現実には使用者）に注意を向ける必要がある。なぜならば，顧客にとっての価値
は製品やサービシィーズの使用段階で企業と共に創造され，その価値は顧客が知覚するこ
とによって独自に判断される（����）からである（彼らは，その時の価値を文脈価値
（�������	�
�	���）と呼んでいる（�������	��
��２００８））。彼らの考え方に従えば，企業（と
りわけ，有形財を販売する製造業者）は自社の製品を販売した後の顧客の使用段階により
多くの注意を払い，顧客がより高い文脈価値を実現できるように支援する必要がある（さ
らには，田口（２０１０�）を参照せよ）。
　�－�ロジックという基盤の上に立った時，グッズの交換によって得られる効用を解釈す
るマーケティング・マネジメント（����マーケティング）に代わる価値創造プロセスを解
釈する新たなマーケティングのモデルを描くことができる（図表４）。図表４によれば，買
い手（顧客または使用者）の価値は，売り手との間での互恵的サービスによって共創され
る。売り手は，自身のオペラント資源をオペランド資源や他のオペラント資源に適用して
グッズやサービシィーズを生産して顧客に価値提案し，顧客はその価値提案を評価して受
け入れた場合にその財を購入する。財を購入した顧客は自身のオペラント資源をグッズお
よびサービシィーズやその他のオペランド資源およびオペラント資源に適用し（すなわち，
セルフ・サービス），売り手と共に自身にとっての文脈価値を共創する８。
　この価値創造プロセスの描写から暗示される含意は，とりわけ，顧客と物理的に離れた
場所で有形なグッズを生産しているいわゆる製造業者たちにとって示唆に富むものであ
る。すなわち，製造業者たちは，自社の製品を販売した時点で交換が終了すると認識する
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ことは誤りで，売り手と買い手の交換プロセスは，製造業者から購入した有形なグッズを
使用する過程でその買い手が文脈価値を知覚するまで継続する。グッズはサービスの単な
る流通手段でしかない（���）。それ故に，製造業者にとっての消費者行動研究とは，消費
者がどのように製品を選択し購入するのかだけでなく，選択し購入した製品をどのように
使用するのかまでも解明するものでなければならない。

Ⅲ．使用者研究に向けた研究アジェンダ

　これまでの議論を踏まえ，�－�ロジックに依拠して製造業者が消費者の使用行動を理解
するのを手助けするには，消費者行動研究の研究者たちは消費者の購買行動と同じくらい
使用者行動にも研究努力を払い，使用者がどのように文脈価値を知覚するのかについての
理論的枠組みを提案することが求められる。そこで以下では，使用者研究に着手するにあ
たっての研究アジェンダを提案する。図表５は，伝統的な消費者行動研究において中心と
されてきた研究焦点と今後必要となるであろう使用者研究における研究焦点を比較したも
のである。

１．知覚

　知覚は，マーケティング活動の中でも主として広告戦略と関連づけて研究されてきた。
仁科（１９９１）は，「広告メッセージが目や耳などの感覚器官に入ってから，受け手にとって
意味のある情報として認知－解釈され，情緒的反応を引き起こすまでのプロセス」（��１９）
として知覚過程を説明している。しかし，心理学の分野では，知覚とは「有機体である人
間が外界からの刺激を感じたり，意味づけしたりすること」（柏尾　２００８，��１３）と見なさ
れている。マーケティング研究（特に，グッズ・マーケティング研究）では，暗黙的に，
消費者が広告メッセージを感じたり，それを意味づけたりすることとして知覚を限定的に
扱ってきた。

���
購買者研究から使用者研究への焦点のシフト

―サービス・ドミナント・ロジックからの含意と研究アジェンダ―

図表４　�－�ロジックというレンズでみた時の価値共創プロセス



　しかし，１９８０年代になると，サービシィーズ・マーケティング研究において，広告メッ
セージに対する消費者の知覚以外の知覚概念が導入された。受けたサービスに対して消費
者がその品質を認識する知覚サービス品質概念である。��������（１９８４）は，サービス企業
にとっては顧客が知覚するイメージが重要であると指摘し，そのイメージは，（１）技術的
品質（企業とのインタラクションの結果として顧客が受け取るもの。すなわち，サービス
の内容）と（２）機能的品質（技術的品質を受け取る方法。すなわち，サービスの提供方
法）から構成されると主張している。��������（１９８４）は，これらの諸概念からなるサー
ビス品質モデルを提案した。
　グッズ・マーケティング研究では，その後１９９０年代になってようやく広告メッセージ以
外の対象にも顧客の知覚概念が導入された。�����（１９９１）は，ブランド・エクイティ概念
の構成要素の１つとして知覚品質を取り込んだ。ブランド・エクイティ概念における知覚
品質は，ある製品およびサービスの意図された目的に関して，代替製品およびサービスと
比較した際の全体的な品質あるいは優位性に関する顧客の知覚と定義されている（������
１９９１）。
　このように，近年では，広告メッセージだけでなく，サービシィーズや製品といった対
象物に対する顧客の知覚も扱われるようになったが，それらの視点はいずれも�－�ロジッ
クのままである（��������	�
����２００４）。サービシィーズであれ有形な製品であれ，サー
ビス知覚品質やブランド知覚品質のいずれにも財に対して顧客がどのように知覚したのか
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図表５　消費者行動研究の中心的焦点と使用者研究のアジェンダ

使用者研究で期待される研究焦点伝統的な消費者行動研究での中心的焦点テーマ

より高い製品の使用価値を知覚するメカニズ
ムの解明

効果的な広告コンテンツ開発のための知覚
メカニズムの解明

知 覚

����および����インタラクションへの参
画動機の解明

動機の類型化によるプロモーション戦略の
立案や市場細分化の基準として活用

動 機

企業や他の消費者との間での文脈価値の共
創活動への影響

消費者の購買意思決定過程における情報処
理活動への影響

関 与

製品使用過程において消費者がより良い使
用方法を学習するメカニズムの解明

反復的プロモーションによる消費者への条
件づけ

学 習

製品の使用過程における製品用途に対する
態度変容策の発見

特定製品に対する態度の測定と購買に向け
た態度変容策の発見

態 度

使用者のライフスタイル文脈に即した共同
消費プログラムの開発

類型化された消費者のライフスタイルを市
場細分化基準として活用

ラ イ フ
スタイル

準拠集団のメンバーとの����インタラク
ションを通じた製品の使用方法改善と文脈
価値向上メカニズムの解明

個人の購買意思決定に対する準拠集団から
の影響

準拠集団

使用者の製品使用場面における����イン
タラクションの文脈価値への影響

製品およびブランド選択への社会ネット
ワークのメンバーからの口コミの影響

社会ネッ
トワーク

（出所）筆者作成



を研究焦点としている。さらに�－�ロジックに基づけば，財には（文脈）価値はない。価
値判断の対象は，それらの財が使用される状況（文脈）の中にしか存在しない。無形なサー
ビシィーズや有形な製品を価値知覚の対象と捉えるのは�－�ロジック的な発想である。
　したがって，これまでのマーケティング研究においては，�－�ロジックのパースペク
ティブからの顧客の知覚価値の研究はほとんど行なわれていない。�－�ロジックを基盤に
据えた時，消費者の知覚（価値判断）の問題は使用者の知覚へと拡大され，それはつまり，
使用場面で顧客がどのように文脈価値を知覚するのかというメカニズムを解明することも
マーケティング研究の対象となることを意味している。

２．動機

　動機（あるいは，動機づけ）の研究は，マーケティング研究の萌芽期から見られた。例
えば，�������	（１９２４）は，消費者がどのような動機で製品やサービシィーズを購入する
のかについて類型化している。彼は，消費者の購買動機を根本的動機と選択的動機や，本
能的，情緒的，合理的動機といったタイプに分類している。その後，１９６０年代になると
�������（１９６７）がマーケティング研究にモチベーション・リサーチを持ち込んだ。
　マーケティングにおける動機研究は，主として「購買動機」に関心を向けていた。消費
者はどのような動機からある特定の製品を購入するのか，あるいは，自社製品の購入を動
機づけるにはどのようなプロモーション施策が有効かといったことが研究成果からの含意
として示されてきた。
　しかし，購買動機への焦点の集中は，グッズを交換することが顧客との交換プロセスの
目標到達点（終点）であると実務家や研究者たちが想定していることを暗示している。�－
�ロジックのパースペクティブからは，企業と顧客との間の交換プロセスは，企業と顧客
とがインタラクションしながらグッズを交換した後でその顧客が文脈価値を知覚するまで
継続する。つまり，企業の目標到達点は，より高い文脈価値を顧客に知覚させることにあ
る。したがって，�－�ロジックを基礎とした動機研究は，購買動機ではなく企業とのイン
タラクションやグッズの使用段階における他の顧客との間のインタラクションへの参画動
機が中心的な焦点となる。実際，���������	
�（２００７）は，顧客が他の顧客との間での����
交換に参画する際の最も大きな駆動力は動機であるという実証結果を発見している。

３．関与

　マーケティングにおける関与研究の中心的焦点は，当初はコミュニケーション効果との
関連で研究されていたが，その後は次第に消費者の情報処理全般に影響を及ぼす媒介変数
として重要視されるようになり，今日では，関与水準によって意思決定過程自体を高関与
型と低関与型とに類型化する考え方も存在している（青木　２０１０，��１８９）。
　消費者行動研究において，関与とは個人固有のニーズ，価値観，関心に基づいて，その
個人がある対象に関して知覚している関連性あるいは遠近感（�������	
��	������）のこ
とである（�������	
������，��３４２）。ここで，消費者行動研究における「ある対象」と
は製品（あるいはブランド），広告，購買状況を表している。このため，マーケティング
の分野では，（１）広告に対する消費者の関与度，（２）製品に対する消費者の関与度，（３）
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購買意思決定過程における消費者の関与度などが研究対象とされている（��������２００７，
���１３０－１３３）。
　これらの説明から明らかなように，マーケティングにおける関与研究も主として製品や
購買意思決定に焦点を当てており，それは暗黙的に�－�ロジックに基礎を置くものであ
る。しかし，�－�ロジックに基礎を置くと，企業や他の顧客との間のインタラクションに
対する関与度の違いが，文脈価値にどのように影響を及ぼすのかを探索することが主要な
研究テーマとなるだろう。

４．学習

　心理学の分野には認知学習と条件づけ学習という２つの学習観がある（堀　１９９７，��１１８）９。�
認知学習の学習観は「知識構造の変化」を学習と見なし，同種あるいは類似の問題を繰り
返し解決することによって，より高い成果を得るための知識構造の変化であると学習を捉
える。消費者行動に当てはめれば，企業が提供する製品や広告などに対して消費者がそれ
を判断し，自身の知識構造を変化させることと言える。他方で，条件づけ学習の学習観は
「直接観察できる行動の変化」を学習と見なし，実践や経験の結果から生じる比較的永続的
な行動の変容過程であると学習を捉える。消費者行動に当てはめれば，過去の購買や使用
の経験から購買に関する行動を変化させることと言える。
　前者の認知学習は，記憶という概念として扱われることもあるが，マーケティング研究
では，広告メッセージをどのようにして消費者の記憶の中に知識として留めさせ，自社製
品への選好を抱かせ，購入に至らしめるかが主要な研究関心だった（例えば，�������	�
�	
��������１９６１）。また同様に，後者の条件づけ学習も広告メッセージと製品購入を条件づけ
ることによって消費者に購買を促すことが狙いとされていた。例えば，����（１９８２）はペ
ンのコマーシャル広告の中に被験者が好きな音楽と嫌いな音楽を別々に挿入して試みた実
験の中で，被験者たちは好きな音楽が挿入されたコマーシャル広告に映し出された方の色
のペンを選択する傾向があることを発見している。
　このように，学習に関する消費者行動研究もまた，�－�ロジックのパースペクティブか
ら自社製品を購買させるための効果的なプロモーション手法を開発することに焦点が置か
れていた。しかし，�－�ロジックの視点に立てば，学習に関する研究は製品の使用方法の
学習により多くの焦点が置かれなければならない。当然のこととして，ある特定の製品に
関して使用方法に熟知している消費者とあまり知識のない消費者とでは知覚する文脈価値
に差が生じる可能性がある。顧客の文脈価値は製品に組み込まれていないため，製品が有
する潜在的なキャパシティが顧客の文脈価値を直接的に規定することはないが，その潜在
的なキャパシティをより多く顕在化させることが高い文脈価値につながる。例えば，����
���������	
（１９６３）が実証した模倣学習や�������（１９６５）の実験から明らかになった観察
学習といった社会的学習は，製品の使用過程での学習プロセスを解明する有力なヒントに
なるだろう。

５．態度

　態度には様々な定義があるが，��������	�
���（１９８７）によれば「態度とは特別広いタ
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イプ（抽象的な意味）のもので，それは全体的あるいは要約された評価である」（��１９１）。
より具体的には，態度とはある対象や考え方に対して人々が抱く持続性のある好意的ある
いは非好意的な認知評価，感情，行動意図のことである。
　マーケティング研究においては，態度は人物や製品のほか，ブランド，企業理念といっ
た抽象的で無形なものに対しても形成されると認識されている（中谷内　１９９７，��１４８）。そ
のため，マーケティングにおける態度概念に関する研究テーマは，主として企業や製品に
対する消費者の態度を把握することと，どうしたらその態度を好意的なものに変容させら
れるのかに集中していた。具体的には，態度の把握に関しては��������（１９６３）の多属性態
度モデルを製品属性に対する消費者の態度評価に借用したりしていた。また，�������	
������（１９８６）は，態度は認知的要素，感情的要素，行動的要素の３要素からなると捉え，
消費者のそれらの態度を変容させる方法を提案している。しかし彼らの提案内容は，ほと
んど広告および狭義の販売促進や製品属性に関するものであった。
　このように，態度概念に関しても，研究の中心的焦点は製品の交換に置かれていた（す
なわち，�－�ロジックだった）。しかし，�－�ロジックのパースペクティブからは，購入し
た製品の使用過程における使用者の態度変容法を発見する研究が要請される。�－�ロ
ジックが焦点とする交換は相対的に短期間の間に行なわれるが，例えば，耐久消費財の使
用期間は比較的長期間に及ぶ。このような場合，消費者はその長期的な使用期間の過程に
おいて様々な文脈価値を知覚する。�－�ロジックにおいて，顧客の文脈価値を高めること
が企業目標だとすれば，企業は長期間におよぶ使用過程で消費者の態度を好意的なものに
変容させる必要がある。

６．ライフスタイル

　ライフスタイル概念は，�����（１９６４）によってマーケティングに導入されたと言われて
いる（清水�１９９９）。�����（１９６４）は，「マーケティングにおけるライフスタイル研究の目的
は，消費者行動，特に購買行動の諸次元を理解したり予測したりすることにある」（��１３１）
と述べている。しかしながら，ライフスタイル研究の焦点は，主として消費者のライフス
タイルを類型化して，それを市場細分化戦略のセグメントとして活用することに置かれて
いた。���分析や����がその代表例である。いずれにおいても，従来のライフスタイル
研究はライフスタイル変数と人口統計学的変数を統合して，いくつかのライフスタイル・
パターンに類型化するという特徴を有している。
　市場細分化戦略とは，企業が自社製品の販売を仕掛ける標的を識別するための戦略であ
る。それは当然，消費者が製品を使用する文脈を細分化するものではなかった。しかし，
製品の使用場面においても消費者のライフスタイルがその製品の使用方法に何らかの影響
を及ぼすと考えられる。そのため，�－�ロジックに基づくライフスタイル研究では，製品
使用者のライフスタイル文脈に即した共同消費（����������	
���）プログラムを開発し
提供する枠組みを探索することが求められる。

７．準拠集団

　準拠集団に関する研究目的は，その集団が個人の行動にどのような影響を与えるのかを
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探ることだったが（清水�１９９９，��４７），その内容は主として個人の購買に対して準拠集団
が及ぼす影響に焦点が置かれていた。例えば，初期の研究として，������（１９５７）や
�������	
��	��
��（１９５５）の研究は準拠集団から影響を及ぼされた消費者がどのような
製品やブランドを選択するのかに関心を向けていた。
　しかしながら，�－�ロジックは，購入後の使用段階における準拠集団の作用に注意を向
けさせる。�－�ロジックの下での準拠集団研究は，製品の使用段階における社会的集団の
作用を理解することである。例えば，���������（２００８）は，�－�ロジックを基礎として，
購買後の製品の文脈価値に対する準拠集団の影響について事例を用いて例証している。彼
は，長年使用していた冷凍庫が故障しているのを顧客が夜中に突然気づき，家族や近隣住
民の協力によって冷凍庫の中の食品が腐るのを防いだというエピソードから，顧客は製品
の使用段階での社会的な����取引を通じて，（１）品質がどこで生じるのか，（２）品質はど
のように測定されるべきか，（３）品質はどのように改善されるべきかという質問を投げか
けている。�－�ロジックに従って製品の使用段階までも企業と顧客の交換プロセスと捉え
るならば，将来の準拠集団研究は，当然，���������（２００８）が提起した質問への回答を
探求しなければならない。

８．社会ネットワーク

　���������（２００８）以前にも，消費段階における顧客同士のインタラクションに焦点を
当てた研究が存在していた。古くは������（１９６２）によるイノベーションの普及に関する
研究がある。近年では例えば，前述した���������	�
������（１９８９）による顧客の共存可能
性に関する研究がある。また，����リレーションシップや����インタラクション（���）
に関する研究も散見される（例えば，����������	���
�������
��������）。
　しかしながら，これらの研究内容は，そのほとんどがサービス環境を研究ステージとし
ており，有形な製品の使用環境における����インタラクションや����ネットワークにつ
いては，先ほど紹介した���������（２００８）を除いてほとんど存在しないように思える。
�－�ロジックに基づけば，消費者が製品を購入しそれを使用する過程において，社会ネッ
トワーク内の他のメンバーとの間のインタラクションが文脈価値にどのような影響を及ぼ
すのかについて探求することが求められる。

Ⅳ．議論

　これまで，本稿では，�－�ロジックのパースペクティブから消費者による製品の使用段
階に焦点を当ててきた。このような焦点は，従来の消費社会論や消費文化論の焦点と同様
のようにも思える。しかし，�－�ロジックのパースペクティブの下での使用者研究と消費
社会論や消費文化論における消費者研究は同一ではない。
　消費社会論の分析対象は「消費」ではなく「消費に関連する社会現象」にある。すなわ
ち，「消費を通じて社会のありさまを知ること，さまざまな消費の変化を調べることによっ
て，現代社会の変化の方向をつき止めること，それが消費社会研究の目的である」（間々
田　２０００，��２３）。また，消費文化とは「社会に見られる，消費を巡っての価値観，行動様
式，事物の在り方などで，消費者のみならず生産者にも広く共有されている文化的パター
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ン」（間々田　２００７，��６）のことであり，したがって消費文化論は広く消費社会全体の共通
パターンを分析対象としている。このように，消費社会論や消費文化論はマクロ的な視点
からグッズの使用段階を分析する。
　他方で，�－�ロジックの下での使用者研究はミクロ的な（一人ひとりの顧客の）視点か
らグッズの使用段階（共同消費）を分析するものであり，マネジリアルなものである１０。�
�－�ロジックのパースペクティブの下での使用者研究は，企業（とりわけ，製造業者）が
一人ひとりの顧客とのパーソナルなインタラクションを通じて「どのように共同消費をす
ればその個客の文脈価値を最大化できるのか」を探求する。共同消費とは，グッズを購入
した顧客がそのグッズを使用する過程でそのグッズの売り手（企業）が（単数形の）サー
ビスを供給すること（すなわち，企業がオペラント資源を適用すること）である（田口　
２０１０�，��１０５）。このように，�－�ロジックの下での使用者研究は，消費社会論や消費文化
論と分析の範囲は類似しているが，その焦点や狙いは大きく異なる。

Ⅴ．むすび

　本稿では，製品を購入した顧客がその製品を使用し，文脈価値を知覚するという使用者
行動の研究にマーケティング学者たちが取り組むに当たっての研究アジェンダを提示し
た。マーケティング学問における研究者のドミナント・ロジックは，グッズの交換から
サービスのプロセスへとシフトしており，消費者行動研究の研究者たちには使用者研究に
も注意を向けることが求められている。しかし，��������（１９８７）が指摘しているように，
消費者行動研究（購買者研究）と使用者研究は二者択一的な研究領域ではない。当然のこ
ととして，購買者研究も依然として重要な研究領域のまま留まっている。これまで以上に
消費者に関するより深い洞察を得ようとするならば，購買までのプロセスだけでなく使用
プロセスも研究対象に含める必要がある。
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（注）
１　消費を表す言葉には，�������	
��と��������	
��の２つがある。�������	
��には，
“�������（破壊する）”や“������（使い切る）”，あるいは，“�����（消耗する）”という含意があ
り，それは製品が無くなるまで（あるいは，機能的に使用できなくなるまで）使い切って処分す
ること（本来的な意味での“消費”）を意味している。他方で，��������	
��には，“��������
（全部揃える）”や“�������（仕上げる）”という含意がある。この言葉は，製品を使用することを
通じて目標を成し遂げる（成就させる）ことを意味している。

２　�������取引とは，企業（��������）から企業（��������）へ，さらには最終消費者（�������	）
へと至る一連の取引を表している。����取引とは，その一連の取引の中での企業と企業の取引
を表し，����取引とは企業と最終消費者との取引を表している。

３　所有価値は，経済学で言うところの所有効用と同義である。例えば，希少で価値のある製品を所
有することによる満足感やステータス感などである。

４　��������	�
���（２００４）は，顧客が製品あるいはサービシィーズを使用する過程で知覚する価値
を使用価値（�������	��
�）と呼んでいる。使用価値とは製品やサービシィーズを使用すること
によって知覚される満足感（知覚価値）を表す。その後彼ら（�������	��
��２００８）は，それを文
脈価値（�������	�
�	���）へと変更した。

５　あえて単数形のサービスという用語を用いた理由として，��������	�
���（２００６）は「他者およ
び自身のベネフィットのために資源を用いること」を表現したかったが，それを一言で表現でき
る用語はサービスしか存在しないが，無形財のサービスとの混同を避けるために，「他者および自
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身のベネフィットのために資源を適用すること」を単数形のサービスで表し，保健医療，教育と
いった無形財を複数形のサービシィーズで表現した。したがって，�－�ロジックにおいてはサー
ビスとサービシィーズはまったく異なる概念である。

６　オペラント資源とは，効果を生み出すために他の資源に操作を施すもので，例えば，知識，スキ
ル，技術などの無形資源が含まれる。他方で，オペランド資源とは，効果を生み出すには操作が
施される必要のあるもので，例えば，人，機械装置，組織，貨幣，原材料といった有形資源が含
まれる（����������	��
	����	�����	���１４２－１４３）。

７　１９８０年代にマーケティング学問の中に台頭してきた下位学問領域とは，リレーションシップ・
マーケティング，品質管理，市場志向，サプライチェーンおよびバリューチェーン・マネジメン
ト，資源管理，ネットワーク分析，サービシィーズ・マーケティングである。

８　売り手と買い手との価値共創プロセスの詳細については，田口（２０１０�，２０１０�）を参照されたい。
９　この他にも状況主義という立場（社会的環境の中での個人の振る舞い方を学習と捉える考え方）
を取るものもあるが（兵藤�２０１０，���４７－４８），ここでは消費者行動という観点から認知主義と行
動主義のみを取り上げることとする。

１０　共同消費に関しては，田口（２０１０�）に詳述されている。
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購買者研究から使用者研究への焦点のシフト

―サービス・ドミナント・ロジックからの含意と研究アジェンダ―
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��電通「経験経済」研究会訳『経験経済
－エクスペリエンス・エコノミー－』，流通科学大学出版，２０００年。
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�藤竹暁訳『技術革新の普及過
程』，培風館，����年。
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一訳『経験価値マーケティング－消費者が「何か」を感じるプラス���の魅力－』ダイヤモンド社，
２０００年。
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